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旺文社 教育情報センター 25年 10月 

 

24 年 6 月に策定された『大学改革実行プラン』から 1年数か月が経ち、国立大は「ミッ

ションの再定義」を始点とした機能強化に取り組んでいる。 

文科省は国立大の機能強化に向けた「考え方」を示すとともに、先行実施された教員養

成・医学・工学の 3分野の「ミッションの再定義」等を踏まえた機能強化の推進､世界トッ

プレベルの教育研究環境を構築するための新規予算等、26 年度概算要求・要望に運営費交

付金1兆1,410億円を含む1兆1,630億円を国立大学改革の推進総額として提出している。 

ここでは、国立大学改革に関する最近の提言や施策を整理するとともに、国立大の機能

強化に向けた「ミッションの再定義」、各大学の改革構想、国立大に係る 26 年度概算要求・

要望の概要など、国立大学改革を巡る動きを入試の動向なども交えて探ってみた。 

 

 

 

＜国立大学改革に関する最近の提言・施策＞ 

24 年 6 月に策定された『大学改革実行プラン』から現在まで 1 年数か月の間、国立大学

改革についてどのような提言や施策が示されてきたのか。その概要を整理してみよう。 

○ 『大学改革実行プラン』(文科省：24 年 6月策定) 

文科省は民主党政権下の 24 年 6 月、大学教育の質的転換と大学入試改革、国立大学改

革、私立大の質保証の徹底に向けた厳格化など、29 年度までの大学改革の基本的方向性を

盛り込んだ『大学改革実行プラン ～ 社会の変革のエンジンとなる大学づくり ～』(以下、

『実行プラン』)を策定した。 

『実行プラン』では、国立大学改革について次のような取組を提起した。 

 

 

 

 

 

 

改革のロードマップとしては、24 年度中に国として改革の方向性を提示し、25 年央ま

でに大学ごとのミッションを再定義して改革の工程を確定することなどが示されていた。 

 今月の視点－82  
 

国立大学改革を巡る動き! 
 

機能強化に向け、教員養成課程の“ゼロ免”廃止など、 

教員養成・医学・工学分野の 「ミッションの再定義」 を策定。 

国立大学改革推進に 26 年度概算要求･要望総額、1 兆 1,630 億円! 

 

● 国立大の個々のミッションの再定義と「国立大学改革プラン」の策定・実行 
 

● 学長のリーダーシップの確立、より効果的な評価の在り方、財務上の規制緩和等の

検討 

● 多様な大学間連携の制度的選択肢（｢一法人複数大学方式」＜“アンブレラ方式”＞

等）の検討 
 

● 大学の枠・学部の枠を越えた再編成等(機能別・地域別の大学群の形成等)、など 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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○ 『これからの大学教育等の在り方について』(政府「実行会議」提言：25 年 5月) 

24 年 12 月に自民党が政権与党に復帰すると、安倍晋三首相は内閣の最重要課題の一つ

に位置づけている教育再生を議論・実行していくため 25 年 1 月、首相官邸に「教育再生

実行会議」(以下、実行会議)を設置した。 

「実行会議｣ではこれまで、『いじめの問題等への対応について』(『第１次提言』：25 年

2 月)／『教育委員会制度等の在り方について』(『第 2 次提言』：25 年 4 月)／『これから

の大学教育等の在り方について』(『第 3 次提言』：25 年 5 月)を安倍首相に提言している。 

『第3次提言』では、政府に対し29年までの5年間を「大学改革実行集中期間」と位置付

け、速やかに具体的な政策立案に向けた検討を行うよう求めている。 

特に国立大や教員養成大学・学部については、次のような改革を提言している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 『日本再興戦略』 (政府『成長戦略』：25年 6月閣議決定) 

政府の『日本再興戦略』(『成長戦略』)は、上掲の「実行会議」の『第 3 次提言』を反

映した次のような人材育成等に係る政策を打ち出し、25 年 6 月に閣議決定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 国は国立大の強みや特色、社会的役割等を明確化しつつ、国立大全体の将来構想を取

りまとめたうえで改革工程を 25 年夏を目途に策定する。 
 

● 国立大は、人事給与システムの見直し、国立大学運営費交付金の学内における戦略

的・重点的配分、学内の資源配分の可視化に直ちに着手し、今後 3 年間で大胆かつ先

駆的な改革を進める。国はこれらの取組を踏まえ、教育・研究活動等の成果に基づく

新たな評価指標を確立し、第 3 期中期目標期間(28 年度以降)は、国立大学運営費交付

金の在り方を抜本的に見直す。 
 

● 国は、国立大学運営費交付金・施設整備費補助金など財政基盤の確立を図りつつ、基

盤的経費について一層メリハリある配分を行う。 
 

● 初等中等教育を担う教員の質の向上のため、教員養成大学・学部については、量的整

備から質的充実への転換を図る観点から、各大学の実態を踏まえつつ、学校現場での

指導経験のある大学教員の採用増、実践型のカリキュラムへの転換、組織編制の抜本

的な見直し・強化を強力に推進する。 

 

◎ 大学の潜在力を最大限に引き出す（国立大学改革等） 
 

＜成果目標＞：今後10 年間で世界大学ランキングトップ100 に10 校以上を入れる。 
 

１．先駆的な取組を予算の重点配分等で後押しする国立大学改革に直ちに着手する。今後

3年間を改革加速期間とする。⇒ 【25年夏に「国立大学改革プラン」を策定】 
 

① 年俸制の本格導入、企業等外部からの資金を活用した混合給与などの人事給与シス

テムの改革。 
 

② 大学や学部の枠を越えた教員ポスト・予算等の資源再配分及び組織再編、並びに大

学内の資源配分の可視化。 
 

③ 上記の先駆的な取組の成果を踏まえ、運営費交付金全体を戦略的・重点的に配分す

る仕組みを導入する。⇒ 【28年度から導入】 
 

２．学校教育法等の法令改正を含め、抜本的なガバナンス改革を行うこととし、所要の法

案を次期通常国会に提出する。また、必要な制度の見直しを行い、世界と競う「スーパ

ーグローバル大学（仮称）」を創設する。⇒ 【26年度から実施】 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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○ 『第２期教育振興基本計画』(中教審答申：25 年 4 月／閣議決定：25 年 6 月) 

『第 2 期教育振興基本計画』(以下、『第 2 期基本計画』。25 年 6 月閣議決定)は、第 1 期

計画期間中(20 年～29 年までの 10 年間を通じて目指すべき教育の姿：20 年 7 月閣議決定)

の検証結果を踏まえた今後 5 年間(～29 年)における、政府が策定する教育の振興に関する

総合計画である。 

『第 2 期基本計画』は、「4 つのビジョン」(基本的方向性)、「8 つのミッション」(成果

目標)及び「30 のアクション」(基本施策)で構成されており、国立大学改革に関しては、「基

本施策」で次のような具体的な取組が提起されている。 

◎ ガバナンス機能の強化 

 

 

 

 

 

◎ 機能強化に向けた改革の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 財政基盤の確立とメリハリある配分 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 個性・特色に応じた施設整備 

 

 

 

 

● 各国立大が、学生・地域・社会からのニーズに応じた質の高い教育研究活動を行うこ

とができるよう、学長のリーダーシップの発揮等による適切な意思決定を可能とする

組織運営の確立、基盤的経費の一層のメリハリある配分等を通じ、ガバナンス機能の

強化を図る。 
 

● これらの取組を推進するため、必要な法令改正等の措置を行う。 

 

● 地域別・機能別の大学群の形成、大学・学部の枠を越えた連携・再編成等の促進等、

機能強化に向けた国立大学改革を推進するため、全大学のそれぞれの専門分野ごとに

強みや特色、社会的役割を明確化（ミッションの再定義）するとともに、国立大学改

革プランを策定し、改革の工程を25年夏を目途に示す。 
 

● 大学間連携の多様な制度的選択肢の整備（国内大学と海外大学の本格的連携、一法人

複数大学（アンブレラ方式）、国公私立大学等の共同による教育研究組織の設置等）

等の制度的整備を含めたシステム改革等を検討・提案する。 
 

● 出資金を活用し、実用化に向けた国立大と企業との共同の研究開発を推進するととも

に、その実施状況を踏まえつつ、国立大による研究開発成果の事業化及びこれを目的

とした投資を行う子会社の設立、大学発ベンチャー支援ファンド等への出資を可能と

する制度改正について検討する。 

 

 

● 国立大学運営費交付金など財政基盤の確立を図るとともに、基盤的経費について、そ

の基本的性質を十分踏まえつつ、一層メリハリある配分を行う。国立大学改革の促進

を視野に、年俸制の本格導入や学外機関との混合給与の導入等の人事給与システムの

見直しや全学的な戦略に基づく学内資源の再配分を促すとともに、28年度からの第3
期中期目標期間における運営費交付金の配分の在り方について、新たな評価指標を確

立し、抜本的に見直す。 
 

● 競争的資金については，各大学等のインセンティブの強化や先進的な取組の促進等を

図る。寄附金に係る税制上の措置の在り方の検討、寄附金収入等の民間資金導入促進

策の検討を行う。 

 

● 国立大等の施設について、優れた教育研究成果を生み出す拠点の形成、次代を担う

優れた人材を育成する環境整備、国立大学附属病院の再生など、大学等の機能強化に

つながる施設整備を図る。施設マネジメントや多様な財源を活用した施設整備を一層

進める。このため、「第3次国立大学法人等施設整備5か年計画」を着実に実施する。 

 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜国立大の機能強化に向けた文科省の 「考え方」 ＞ 

文科省は 25 年 6 月、前掲したような国立大学改革の提言や諸政策(閣議決定)等を踏まえ

つつ、国立大の第 2 期中期目標期間(22 年度～27 年度)の後半 3 年間を“改革加速期間”と

して設定し、次のような観点を中心にさらなる国立大の機能強化に取り組むことを示した。 

１．「ミッションの再定義」を通じ、各大学の強み・特色、社会的役割を明確化 

 

 

 

 

 

２．大学のガバナンス改革、学長のリーダーシップの発揮を通じ、各大学の強み・特色、社

会的役割を踏まえた主体的な改革を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．人材・システムのグローバル化による世界トップレベルの拠点形成を推進 

 

 

 

 

 

 

 

４．イノベーションを創出するための教育・研究環境整備を進め、理工系人材の育成を強化 

 

 

 

 

 

 

 

● 文科省と各大学は「ミッションの再定義」を本年(25年)末をめどに取りまとめ、全国

的又は政策的な観点からの強みや各大学として全学的な観点から重視する特色、担うべ

き社会的な役割を明らかにする。これにより、国立大の有する「世界水準の教育研究の

展開拠点」、｢全国的な教育研究拠点」、｢地域活性化の中核的拠点」などの機能の強化

を図る。 

 

● 「ミッションの再定義」等のプロセスで明らかにする各大学の強み・特色、社会的役

割を中心として、国立大の機能の強化を図るため、各大学は、人材や施設・スペースの

再配分や教育研究組織の再編成、学内予算の戦略的・重点的配分等を通じた学内資源配

分の最適化に、学長のリーダーシップの下で主体的に取り組む。 
 

● 文科省は、学内資源配分の最適化や大学の枠を越えた連携・機能強化を含む先駆的な

改革を進める国立大を、予算の重点的配分を通じて支援する。 

また、学内資源配分の可視化を促進する。あわせて、国立大学法人評価委員会の体制

の強化を促進し、国立大学改革の進捗状況をきめ細かくフォローする。 
 

● 文科省は、学長が全学的な改革にリーダーシップを発揮できる体制が確立できるよう

に、教授会の役割の明確化、部局の運営を効果的に活性化するための学内組織の機能の

見直しや監事機能の強化などのガバナンス改革に取り組む。 

 

● 急速に進む社会や産業界のグローバル化の中で、我が国社会の発展を支える観点から、

大学は国内外の優秀な学生や研究者を集めつつ、国際的に活躍できる人材の育成や国境

を越えた共同研究に積極的に取り組むことが必要である。 

世界水準の教育研究の展開を進める観点から、外国人教員の大量採用、海外トップク

ラスの大学の教育プログラム及び教員等の積極的誘致並びに英語による授業の拡大等

に取り組むことにより、人材・システムのグローバル化を進める。 
 

● 文科省として、今後10年間で、世界大学ランキングトップ100に10校以上へのランク

インなど、国際的存在感を高めつつ、国際的に活躍できる人材の育成を目指す。 

 

 

● 新興国との激しい競争に直面し、少子高齢化が進行する我が国が、経済成長を維持し、

国際競争力の強化を図るためには、イノベーションを絶え間なく創出していくことが求

められている。各大学は、イノベーションを支える主要な担い手となる理工系人材の戦

略的育成を図るため、今後産業界との対話を通じて策定される「理工系人材育成戦略」(仮

称)を踏まえ、教育研究組織の再編成や整備を進める。また、文科省は、国立大学法人に

よる大学発ベンチャーを支援するための出資を可能とするなどの制度改正に取り組む。 
 

● 文科省として、今後10年間で、20の大学発新産業を創出することを目指す。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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５．人事・給与システムの改革を進め、優秀な若手研究者・外国人研究者の活躍の場を拡大 

 

 

 

 

 

 

 

６．国立大として担うべき社会的役割等を踏まえつつ、各専門分野の振興を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．「国立大学改革プラン」（仮称）の策定とともに、運営費交付金の在り方を抜本的に見直す 

 

 

 

 

 

● 国立大が、グローバル化への対応を図るとともに、イノベーションの創出に適した環

境となるためには、法人化のメリットを活用しつつ、若手研究者や外国人研究者といっ

た多様な人材を引きつけていくことが欠かせない。 

このため、各大学は、退職金にとらわれない年俸制や学外機関との混合給与等の導入

を促進することで、公務員型の人事・給与システムを改め、優秀な若手研究者や外国人

研究者の常勤職への登用を進める。 
 

● 文科省として、今後3年間で、国立大における1,500人程度の若手・外国人研究者へ常

勤ポストを提示することを目指す。 

 

 

● 「ミッションの再定義」を先行して実施した3つの専門分野について、各大学の強みや

特色を伸長し、社会的な役割を一層果たすための振興の観点は以下のとおりである。 
 

（１） 教員養成大学・学部 

今後の人口動態・教員採用需要等を踏まえ量的縮小を図りつつ、初等中等教育を担う

教員の質の向上のため機能強化を図る。 

具体的には、学校現場での指導経験のある大学教員の採用増、実践型のカリキュラム

への転換(学校現場での実習等の実践的な学修の強化等)、組織編成の抜本的見直し・強

化(小学校教員養成課程や教職大学院への重点化、いわゆる「新課程」の廃止等)を推進

する。 
 

（２） 医学分野 

超高齢化やグローバル化に対応した医療人の育成や医療イノベーションの創出によ

り、健康長寿社会の実現に寄与する観点から機能強化を図る。 

具体的には、診療参加型臨床実習の充実等国際標準を上回る医学教育の構築、卒前・

卒後を通じた研究医育成を推進する。また、独創的かつ多様な基礎研究を推進するとと

もに、分野横断・産学連携を進め、治験・臨床研究推進の中核となり、基礎研究の成果

をもとに我が国発の新治療法や革新的医薬品・医療機器等を創出する。地方公共団体と

連携し、キャリア形成支援等を通じた地域医療人材の養成・確保、高度・先進医療や社

会的要請の高い医療を推進する。 
 

（３） 工学分野 

我が国の産業を牽引し、成長の原動力となる人材の育成や産業構造の変化に対応した

研究開発の推進という要請に応えていくため、前述の「理工系人材育成戦略」(仮称)も

踏まえつつ、大学院を中心に教育研究組織の再編・整備や機能の強化を図る。 

具体的には、エンジニアとしての汎用的能力の獲得を支援する国際水準の教育の推進

など、工学教育の質的改善を推進し、グローバル化に対応した人材を育成するとともに、

最新の高度専門技術に対応すべく社会人の学び直しを推進する。また、社会経済の構造

的変化や学術研究・科学技術の進展に伴い、各大学の強みや特色を生かしながら先進的

な研究や学際的な研究を推進するとともに、研究成果を産業につなげる観点から地域の

地場産業も含め広く産業界との連携を推進する。 
 

＊ その他の分野についても、「ミッションの再定義」に取り組みつつ、

今後、各専門分野の振興の観点について順次明確化を図る。 

 

● 文科省は、「ミッションの再定義」の取りまとめ作業と並行して、ここで示した「考え

方」をもとに各専門分野の振興の観点や具体的な改革工程を盛り込んだ「国立大学改革

プラン」(仮称)を、本年(25年)夏をめどに策定する。 
 

● 文科省は、各国立大の改革成果を考慮しつつ、教育や研究活動等の成果を踏まえた新た

な評価指標を確立するとともに、第3期中期目標期間(28年度以降)は、国立大学法人運営

費交付金の在り方を抜本的に見直す。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜教員養成大学･学部の組織編成の抜本的見直し・強化 ＞ 

先行実施された3分野の「ミッションの再定義」では、教員養成大学・学部の組織編成の

抜本的見直し・強化として、教職大学院への重点化や「新課程」の廃止等が注目される。 

○ 教員養成の修士レベル化 

国立の教員養成大学・学部の教職大学院への重点化については、24 年 8 月の中教審答申

『教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について』を受け、教員を

“高度専門職業人”として明確に位置づけるとともに、「学び続ける教員像」を確立するこ

となどから、教員養成の修士レベル化を進めるためとみる。 

教職大学院は 20 年度に国立 15 大学、私立 4 大学の計 19 大学で開学した。その後、6

大学で開設され、25 年度現在、国立 19 大学(入学定員 645 人)、私立 6 大学(同 170 人)の

計 25 大学(同 815 人)が全国に設置されている。また、教員養成系の修士課程を設置してい

る大学は 25 年度現在、国立 44 大学(国立大のみ)で、入学定員は 3,255 人である。 

文科省は“学び続ける教員”を支援する仕組みづくりを進めるため協力者会議を設置し、

教職大学院の教育課程・教員組織の見直し､教員養成修士課程の改善などに取り組んでいる。 

○「新課程」＝“ゼロ免”の廃止 

国立の教員養成大学・学部は、昭和 24(1949)年の新制大学発足と同時に「各都道府県に

は教養教育と教員養成目的の学部等をおく」という基本方針(国立大学設置の 11 原則)の下、

全国に設置されてきた。しかし、少子化と教員需要の低下などから、「1 県 1 教員養成系学

部体制」の見直しなど再編・統合を含めた国立大教員養成系の組織・体制の抜本的な改革

提言等を受け､これまで教員養成系学部の改組、再編、定員見直し等が図られてきた。 

25 年度現在、全国に 44 大学・44 学部(入学定員 1 万 4,720 人)の国立教員養成大学・学

部が設置されており、そのうち、単科大は 11 大学である。 

ところで、教員養成大学・学部では、昭和 62(1987)年度から教員以外の人材育成を目的

とする、つまり教員免許状の取得を卒業要件としない教員養成系の「新課程」、いわゆる「ゼ

ロ免課程」(以下、“ゼロ免”)が設置された。今回の「ミッションの再定義」では、教員養

成課程本来の機能強化として、この“ゼロ免”の廃止が挙げられている。 

● 25 年度“ゼロ免”募集人員、ピーク時の約 64％、約 4,000 人 

国立の教員養成大学・学部の“ゼロ免”の募集人員は、設置時の昭和 62 年度が 110

人(教員養成大学・学部の入学定員に占める割合 0.5%)であったが、翌 63 年度 1,805 人

(同 9.1％) → 平成元(1989)年度・2年度 2,000 人台後半 → 3年度～9年度 3,000 人台 → 

10 年度約 4,500 人 → 11 年度約 5,500 人 → 12 年度 6,210 人(同 38.9%)と 10 年余りで

一気に急増。13 年度は 6,180 人(同 38.8%)で、“ゼロ免”は平成 10 年代初めに約 6,000

人のピークに達した。最近は少子化のなか、団塊世代による大量の定年退職や教職員定

数の改善などから教員需要が高まり、教員養成全体の入学定員は変えず、“ゼロ免”の

募集人員を教員養成課程に振り替える傾向がみられる。 

24 年度の教員養成大学・学部の入学定員は、教員養成課程＝1 万 683 人、“ゼロ免”

＝4,037 人の合計 1 万 4,720 人であったが、25 年度は教員養成課程＝1 万 731 人(前年

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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度より 48 人、0.4%増)、“ゼロ免”＝3,989 人(同 48 人、1.2%減。ピーク時より約 2,200

人＜約 36％＞の減員)で、教員養成大学・学部全体の入学定員は 24 年度と変わらない。 

○ 国立大教員養成系「一般入試」状況：25年志願者数、3年連続減少 

大学受験生にとって、教員養成系は手堅い資格取得の一つとして従来から位置づけられ

てきた。ただ、11年以降の国立大「一般入試」の教員養成系(教育、学校教育、教育地域科

学、教育文化など。一部、「新課程」含む)志願者数の動きをみると、16年まで6万人程度

だった志願者数は17年以降、19年の約4万6,800人を除き、5万人台前半から半ばで推移して

いる。25年の志願者数は前年より約3,000人(5.6％)減の約5万1,000人で(募集人員は30人、

0.3％増の約1万2,000人)、3年連続の減少だった。(図1参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国立大の 「機能強化」 推進に向けた改革構想＞ 

国立大では、機能強化に向けた文科省の「考え方」(25 年 6 月。前掲)等を踏まえつつ、

自校の強みや特色、社会的役割等を踏まえた次のような機能強化の改革構想を示している。 

文科省は、それらの改革構想を支援する予算を 26 年度概算要求(後述)に計上している。 

○ 世界水準の教育研究活動の飛躍的充実 

次のような国立大では､卓越した研究実績や国際的ネットワークを活用した海外トップ大

学からの研究者招聘､海外展開等､世界水準の教育研究活動の飛躍的充実を図る｡(表 1参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国立大「一般入試」“教員養成系”の募集人員・志願者数・倍率の推移
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　　　　教育、学校教育、教育地域科学、教育人間科学、教育文化など。一部に教員以外の人材養成課程(新課程)含む。　　　(文科省資料より)

(図 1) 

大　学 改　革　構　想 大　学 改　革　構　想

東北大
　東北大の強みであるスピントロニクス分野にシカゴ大や
　ミュンヘン工科大等から世界トップクラスの研究者を招聘
　し、国際共同大学院を構築。

名古屋大
　四半世紀にわたるアジア法整備支援の蓄積を踏まえ、アジア
　各国の大学の協力を得て、法学等のアジアキャンパスを設置。
　各国の専門家・政府高官に博士号を授与する環境を整備。

群馬大

　全学教員ポストを学長のリーダーシップで再配置可能な組
　織としたうえで、重粒子線治療の強みを活かした総合腫瘍
　学等に関する教育研究拠点を海外研究機関から研究者を
　招聘して形成。

京都大

　工・理・医薬系の各分野トップレベルの研究者をハーバード大や
　オックスフォード大等から招聘し、国際連携スーパーグローバル
　コース(仮称)を構築。院生への研究指導を通じて世界と競う人材
　を育成。

東京大

　東京大のグローバル化を飛躍的に加速するため、世界から
　人材の集う「知の拠点」国際高等研究所を形成し、カリフォ
　ルニア大バークレイ校等から世界レベルの研究者を招聘。
　最先端国際共同研究の成果を教育へ転用。

京都工芸
繊維大

　世界ランキング15位に選出された実績等を踏まえ、建築・デザ
　イン分野で海外一線級のスタンフォード大等からの研究者招聘
　や海外拠点整備等により機能を強化。

東京医科
歯科大

　海外拠点地域にあるチリ大、チュラロンコン大等とジョイント
　ディグリーコースを設置し、国際性豊かな医療人の養成を
　推進するとともに、世界競争力の強化及び日本式医療技
　術の国際展開に貢献。

九州大
　国際コースの拡充や新規採用教員の5年間英語講義提供の必
　須化などの展開を見据えつつ、欧米の大学（リーズ大等）との連
　携による「国際教養学部（仮称）」を設置。

　　　　　　　　　　　　　(文科省「26年度概算要求・要望」資料より)

●世界水準の教育研究活動の飛躍的充実への改革構想　(26年度概算要求・要望：例）

 

(表 1) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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○ 各分野における抜本的機能強化 

次のような国立大では、イノベーション創出のための理工系・ライフ分野や質の高い信

頼される教員の養成など各分野の抜本的、構造的な機能強化を図る。(表2参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国立大学改革を推進する 26 年度概算要求・要望＞ 

○ 国立大への財務措置 

国は、国立大(4 大学院大学を含む 86 国立大学法人)及び大学共同利用機関法人(4 研究機

構：国公私立大の研究者のための学術研究の中核拠点)が国の人材養成や学術研究の中核と

して安定的・継続的に教育研究活動を実施できるよう、財務措置を行っている。 

26 年度については、基盤的経費である「国立大学法人運営費交付金」(4 研究機構含む

90 法人。以下、運営費交付金)1 兆 1,410 億円､及び「国立大学改革強化促進事業」220 億

円の合計1兆1,630億円を国立大学改革の推進総額として概算要求・要望に計上している。 

○  26 年度「運営費交付金」：1兆 1,410 億円（対前年度 618 億円、5.7％増） 

文科省は、26 年度の運営費交付金として、前年度より 618 億円(5.7%)増の 1 兆 1,410 億

円を要求・要望している。このうち、「優先課題推進枠」として 690 億円が含まれている。

「優先課題推進枠」は安倍政権が重視する「新しい日本のための優先課題推進枠」(特別枠)

で、“要望額”である。 

運営費交付金は、国立大が法人化された 16 年度以降毎年度減少し、16 年度～25 年度ま

での 9 年間で 1,623 億 8,416 万円(16 年度交付額の 13.1％)削減されている。26 年度の概

算要求・要望額が通れば、初めて前年度を上回ることになる。(図 2参照) 

運営費交付金のうち、前述した国立大の“機能強化”など、26 年度のポイントとなる主

な内容は、次のとおりである。 

● 国立大の機能強化：110 億円（新規） 

国立大の機能強化を推進するため、教育研究組織の再編成や年俸制など人事給与シス

テムの弾力化を通じて、前掲したような「世界水準の教育研究活動の飛躍的充実」や「各

大　学 改　革　構　想 大　学 改　革　構　想

秋田大

　鉱山学部の蓄積を活かした国際資源学部を中心に、国内外の
　資源に関わる企業・政府機関等の多様な分野で活躍できる人
　材の養成を行い、我が国の資源・エネルギー戦略に寄与。
　同時に教育文化学部、理工学部を含めた全学的な組織再編
　成による人的資源を再配置。

福井大

　教職大学院を附属学校に置き、大学ではなく附属学校を含む拠
　点校において教師教育を展開。拠点校に教職大学院の教員が
　出向き教育実践を行うことで、福井県全8,000人の教員の資質
　向上に寄与。

東　京
工業大

　「世界標準の教育」を保証するため、世界トップクラスの大学の
　カリキュラムに対応した教育システムへの転換を図る。ＭＩＴ等
　の海外トップ大学から研究者等を招聘し、世界の理工系人材
　の交流の拠点化を推進。

長崎大

　世界トップレベルのロンドン大等と連携した熱帯医学GH(グロー
　バルヘルス)校を創設。ケニア等の熱帯地域・開発途上国にお
　けるフィールド研究を強化し、WHO等国際機関における熱帯医
　学・グローバルヘルス専門家を育成。

一橋大

　学士課程プログラムの改革を推進し、新入生全員を対象とし
　た短期語学留学を必修化するとともに、チューニングによるカ
　リキュラム調整等により大学教育の国際的な互換基盤を整備。
　学位の国際通用性向上を図ることによりスマートで強靭なグ
　ローバルリーダーを育成。

●各分野における抜本的「機能強化」への改革構想　(26年度概算要求・要望：例）

　(文科省「26年度概算要求・要望」資料より)

 

(表 2) 
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分野における抜本的機能強化」及びこれらに伴う若手・外国人研究者の活躍の場の拡大

等に取り組む大学に対して110億円(新規)を重点配分する。 

● 教育費負担の軽減：294億円（対前年度13億円、4.6％増）  

授業料免除枠の拡大と学内ワークスタディへの支援を行う。 

＊ 免除対象人数：約0.2万人増(25年度＝約5.2万人＜学部・修士：約4.6万人／博士：0.6

万人＞ → 26年度＝約5.4万人＜学部・修士：約4.8万人／博士：0.6万人＞) 

なお、被災学生の「授業料等免除」7億円は「復興特別会計」に別途計上。 

● 世界の学術フロンティアを先導する国立大等における国際研究力の強化： 

380億円（対前年度80億円、26.7％増） 

国立大等における研究力、グローバル化、イノベーション機能の強化を図るため、個々

の大学の枠を越えた研究機関・研究者が多数参画する学術の大規模プロジェクトを戦略

的・計画的に推進(大規模学術フロンティア促進事業等)する。 

● 世界トップレベルの教育研究環境の構築：200億円（新規） 

科学技術のイノベーション創出に向け、中心的役割を担う国立大学等における、国際

的な共同利用・共同研究の推進、新たな学問領域の創成を図るための最先端研究設備や

基盤的な教育研究診療設備の整備に220億円を新規計上している。 

● 国立大附属病院の機能・経営基盤強化：259億円（対前年度28億円、9.8％減） 

高度先進医療や高難度医療を提供する国立大附属病院の機能を強化するため、診療基

盤の整備支援策を拡充する。 

＊ 教育研究診療機能充実の債務負担軽減策等：138億円（対前年度43億円、3.8％減） 

＊ 附属病院の医師等の教育研究環境の改善等：121億円（対前年度15億円、14.2％増） 

＊ 世界トップレベルの教育研究環境の構築に関し、病院再開発等の診療設備等を支援。 

○  26 年度「国立大学改革強化促進事業」：220 億円（対前年度 35 億円、18.9％増） 

「国立大学改革強化促進事業」は､前掲した国立大の機能強化に向けた文科省の「考え方」

の下、第 2 期中期目標期間(27 年度まで)の後半 3 年間を「改革加速期間」と位置づけ、「ミ

ッションの再定義」で明らかにされる各国立大の強みや特色、社会的役割を中心に第 3 期

中期目標期間(28 年度以降)を見据えた各国立大の具体的な改革構想をさらに加速化する

ための重点支援事業である。 

当事業は総額 220 億円(対前年度 35 億円､18.9%増)で､次のような項目が挙げられている。 

● 国立大学改革強化促進補助金：170億円（対前年度30億円、21.4％増） 

「ミッションの再定義」を踏まえた学内資源配分の最適化のための大学や学部の枠を

越えた教育研究組織の再編成に向けた取組、人材の新陳代謝や年俸制への切り替などの

先導的な取組を集中的かつ重点的に支援する。 

特に当事業では、イノベーションを支える主要な担い手となる理工系人材の戦略的育

成を図るため、今後産業界との対話を通じて策定される「理工系人材育成戦略」を踏ま

え、産業構造の変化に対応した理工系分野の教育研究組織の整備や再編成に向けた取組

を重点支援する。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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● 国立大学改革基盤強化促進費：50億円（対前年度5億円、11.1％増） 

国立大の機能強化に結実する各大学の改革構想の実現のため、基盤的設備や最先端設

備の整備など、基盤強化の観点から重点支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国立大の入試改革＞ 

○ 国立大入試制度の変遷 

大学改革において、大学の重要な構成要員の一員である“学生”の受入れ方針(アドミッ

ション・ポリシー)は、改革の重要な鍵を握っている。つまり、大学・学部の特色や社会的

な役割・使命等を踏まえつつ、どのような受験生を、どのような評価方法(選抜方法)で受

け入れるのか。そうした一連の入試制度の在り方は、「大学力」を高める重要な要素となる。 

国立大の入試制度はいわば国民的な教育制度の一環として、これまでに何度か改革・改

善され、高校教育や公私立大入試にも少なからず影響を及ぼしてきた。そこで、国立大「一

般入試」の個別試験(2 次試験)を中心に、主な制度改革の変遷をたどってみる。(図 3参照) 

◆ 1 期校・2期校制 

国立大を 1 期校(試験日 3 月上旬)と 2 期校(同、3 月下旬以降)の 2 グループに振り分け、

受験機会を複数化した制度が、新制大学発足当初の昭和 24(1949)年から昭和 53(1978)年

まで 30 年間続けられた。 

１期校、2 期校の大学はほぼ固定され、その区分に偏り(旧 7 帝大は 1 期校、法学部は 2

期校にはないなど)や地域的な不均衡がみられた。そのうえ、2 期校における受験率の低さ

と入学辞退者の多さ、国立大学間の格差助長など、様々な問題点も指摘され、昭和 54(1979)

年の「共通 1 次試験」開始(平成元＜1989＞年まで実施)に合わせ、この制度は昭和 53 年

を最後に廃止された。1 期・2 期校制度の廃止で、国立大個別試験の実施方法は一元化さ

れ、昭和 54 年～昭和 61(1986)年までの 8 年間、国立大は 1 校しか受験できなかった。 

◆ 連続方式 

共通１次試験の開始とともに、国立大の受験機会が一元化されたことへの不満や、個別

試験の多様化が不十分であるとの批判が出るなどして、受験制度の改善に迫られた。 

●国立大学法人「運営費交付金」総額の推移

12,415 12,317 12,214 12,043
11,813 11,695 11,585 11,528 11,41011,366

10,792

9,500
10,000
10,500
11,000
11,500
12,000
12,500
13,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

(億円)
「給与改定臨時特例法」
等の影響額425億円を
除くと、1兆941億円。

＜10,941＞

(削　減)

(増　額　？)

注．①　大学、大学院大学、大学共同利用機関を含む全国立大学法人の運営費交付金総額。　／　②　25年度までは当初予算額。26年度は概
　算要求・要望額。　／　③　上記には「復興特別会計」計上分（24年度57億円、25年度11億円、26年度7億円)を含まない。／　④　国家公務員
　の「給与改定臨時特例法」(措置期間：24年4月～26年3月末)等の24年度分影響額425億円を除くと、24年度の交付額は1兆941億円になる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（文科省「国立大学法人運営費交付金予定額」、「26年度概算要求・要望」資料を基に作成)

(図 2)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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その結果、昭和 62 年から、各国立大学・学部の一般入試を A、B の 2 グループ(公立大

は A、B、C の 3 グループ)に分け、A → B(→ 公立大 C)の順で試験日を設定し、受験者は

連続して 2 校(公立大を含むと 3 校)を受験し、合格者は合格大学のいずれかを合格後に自

由に選ぶ(事後選択)ことができる「連続方式」が導入された。 

しかし、この連続方式では 2 段階選抜による大量の不合格者や、大学・学部によっては

大量の入学辞退者が出るなど、大学、受験生の間で混乱が生じ、社会的にも問題視された。 

連続方式は、国立大では 8(1996)年まで、公立大では 10 年まで、それぞれ「分離分割方

式」(後述)と併用された後、廃止された(C 日程は公立大中期日程として現在も継続)。 

◆ 分離分割方式 

平成元(1989)年からは連続方式のほかに、一般入試において同一募集単位の入学定員を

前期日程と後期日程とに振り分ける「分割」と、前期日程の合格者が入学手続きを完了し

てから後期日程試験を行うという、前・後期日程試験の「分離」とを組み合わせた「分離

分割方式」が導入され、現在に至っている。 

分離分割方式で複数合格を認めないのは、1 期・2 期校制や連続方式の「事後選択」にみ

られたような混乱を防ぐためで、混乱なく入試業務を遂行するためともいえる。受験生側

からみれば前・後期の複数合格が認められず、完全な“分離”とはいい難い面もある。 

◆「分離分割方式」の弾力化 ／ 受験機会の複数化と評価尺度の多元化 

国立大の分離分割方式では、学科試験を主体とする｢前期｣の募集人員割合が、小論文・

面接・実技等を主体とする｢後期｣を大幅に上回り、｢前期｣の比率は年々拡大し、26 年入試

では｢前期」80.3 対「後期」19.7 と、｢前期」は「後期」の 4 倍余りに達している。 

国立大学協会(国大協)は15年11月、当時の新課程(現行課程)入試初年度に当たる18年入試

において、分離分割方式の理念である「受験機会の複数化」や「評価尺度の多元化」が確

保されることを原則とし、各国立大が「合理的な分割を実現する自由度を高める」という

観点から、定員分割を各大学の判断で弾力的に実施できるようにした。これにより、分割

比率の少ない募集人員に推薦・AO入試などを含めることを前提に事実上、「後期」募集“ゼ

ロ”も可能になった。この分離分割方式の弾力化は18年入試以降も継承され、「前期」拡大、

「後期」縮減、「推薦・AO入試」拡大(26年は微減)といった傾向につながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　●国立大「一般入試」に係る主な制度改革等の変遷　(イメージ図）

昭54年 60年 61年 62年 平元年 ２年 ９年 16年 18年 27年 28年

・旧課程(前々回教育課程)入試開始 ・旧課程入試開始 ・現行課程入試開始
・新課程入試開始
　(27年：数学・理科／28年：全教科）

・「５教科７科目」　　・「５教科５科目(以下)」　　　・「ア･ラ･カルト方式」　　　　　　　・「５教科７科目」化
　　　(一律)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(利用教科・科目＝多種、多様)

国立大
共１／セ試
受験科目

国立大入試
一元化

・「連続方式」(昭62年～平10年)
　（国立大＝8年、公立大＝10年まで実施)

・「分離分割方式」(平成元年～　）　　　　　　　　　　　　　・前・後期の定員分割“弾力化”(18年～　)

★共通１次試験
(昭54年～平成元年)

★センター試験
(平成２年～　)

１・２期校制度廃止：入試の一元化
(昭54年～61年：国立大受験１校）

受験機会
複数化

 

(図 3)

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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● 「推薦・ＡＯ入試」募集人員の扱い 

国立大では、前述したような18年入試からの分離分割方式の弾力化措置に伴い、募集

人員の「前期」集中化と、「後期」の「推薦・AO入試」への振り替えが拡大した。 

そこで、国大協は20年入試から、当該学部・学科等の推薦入試やAO入試の募集人員

について「推薦 ＋ AO入試 5 割の範囲」とすることを国立大入試の『実施要領』(実施

細目：18年11月)に定めた。 

文科省の『大学入学者選抜実施要項』では、推薦入試の募集人員について、附属高校

からの推薦を含め、学部等募集単位ごとに「5 割を超えない範囲」と定めている。AO

入試の募集人員については、特に定めていない。なお、公立大では文科省のガイドライ

ンに則り、推薦入試の募集人員は「5 割を超えない範囲」としている。 

○ 審議会の“新しい入試観”提言 

中教審は、『21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について』(第 2 次答申：平成 9 年

6 月)で大学入試の改善策として、｢学力試験偏重を改め、選抜方法の多様化と評価尺度の

多元化の促進」などを提言。さらに、中教審答申『初等中等教育と高等教育との接続の改

善について』(11 年 12 月)では、大学進学に関して「“選抜”から大学・志願者双方の“相

互選択”への転換、アドミッション・ポリシーの明確化」などを提言した。 

他方、旧大学審の『大学入試の改善について』(12 年 11 月答申)では、「評価尺度の多元

化、受験機会の複数化、推薦・AO 入試の導入」などを提言した。こうした大学入試の改

善提言が平成 10 年前後にかけて次々と出され、当時、“新しい入試観”として注目された。 

○ 国大協のセンター試験「5教科 7科目化」提言 ～ 基礎学力の担保 ～ 

上述のような大学入試の改善答申が中教審等から出されるなか、国大協でも学生の学力

低下問題や大学入試における国立大の使命などを観点に、国立大の入試改革に取り組んで

いた。 

国大協は、国立大志願者に対し、16 年入試からセンター試験「5 教科 7 科目」(国大協

では地歴と公民を合わせて 1 教科、「社会」と表示)受験を原則とすることなどを盛り込ん

だ『国立大学の入試改革－大学入試の大衆化を超えて－』(12 年 11 月)を提言した。 

5 教科 7 科目化のねらいは、特定な科目に偏らず、高校教育として標準化された教科・

科目を普遍的に履修することを取り戻すとともに、「学力低下」に歯止めをかけようとする

ものだ。 

国立大では共通 1 次試験時代の当初、文・理系の別なく、一律に 5 教科 7 科目(昭和 62

＜1987＞年～平成元＜1989＞年は 5 教科 5 科目が主流)課せられていたことから、共通 1

次時代への“先祖返り”であるともいえる。(図 3参照) 

各国立大では、16 年入試からのセンター試験「5 教科 7 科目」化の提言を受け、5 教科

7 科目以上を課す大学が定着している。 

26 年の国立大入試では、大学ベースで 95.1％、学部ベースで 89.6％、募集人員ベース

で 77.5％(いずれも推薦・AO 入試等を含むすべての入試に対する割合)が 5 教科 7 科目以

上を課し、高校教育の普遍的な基礎学力を担保している。 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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＜最近の入試動向＞ 

○ 25 年大学進学状況：「現役志願率」54.9％、「進学率」49.9％、ともに前年割れ 

大学受験生数のベースとなる 18 歳人口は、平成 4(1992)年の約 204 万 9,000 人(概数。

以下、同)を直近のピークとして、途中、多少増加した年もあったが、24 年までほぼ右肩

下がりに減少してきた。高卒者数(中等教育学校後期課程卒業者含む)も 4 年の 180 万 7,000

人をピークに、18 歳人口の減少とほぼ平行する形で 24 年まで減少してきた。 

25 年は、18 歳人口が 123 万 1,000 人(前年比 3.4％増)、高卒者数が 109 万 2,000 人(同

3.3％増)、大学受験生数(既卒者含む)が 67 万 9,000 人(同 2.2%増)で、ともに 3 年ぶりの増

加となった。 

こうしたなか、高校生の大学受験を志願する度合いを示す「現役志願率」(現役志願者数

＜実数＞÷高卒者数)は 24 年より 0.1 ポイント下降の 54.9％で、3 年連続のダウンである。 

また、高校生の大学進学者数は 24 年より 1 万 4,000 人(2.8%)増加の 51 万 7,000 人であ

ったが、「現役進学率」(現役の大学入学者数÷高卒者数)は 0.3 ポイント下降の 47.4％で、

低下傾向を示している。 

ところで、高等教育(大学・学部)の発達段階を示す 25 年の「大学(学部)進学率」（既卒者

等含む大学・学部入学者数÷18 歳人口）は、24 年より 0.9 ポイント低下の 49.9%で、5 年

ぶりに“50％割れ”となっている。(図 4･図 5参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●高卒者数／大学「現役志願者」数／大学「現役進学者」数／現役志願率／現役進学率の推移
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　　　③　文科省『学校基本調査』による。25年は速報値。）

●１８歳人口／大学（学部)入学者数／大学「進学率」の推移
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(図 4)

(図 5)
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○ 25 年国立大「一般入試」状況：志願者数、2年連続減少の 35 万 9,000 人 

最近の国立大「一般入試」の状況をみると、募集人員は 8 万 1,000 人程度、志願者数は

30 万人台後半、志願倍率は 4 倍台で、概観すれば根強い「国公立大志向」の下、“高嶺安

定”の状況にあるといえよう。 

ただ、25 年は高卒者数・大学受験生数が増加したのに加え、センター試験志願者数も 2

年ぶりに増加(前年比 3.2％増、約 57 万 3,000 人＜概数。以下、同＞)したにもかかわらず、

国立大｢一般入試｣の志願者数は 24 年より 8,500 人(2.3%)減の 35 万 9,000 人で、2 年連続

の減少。前期はほぼ前年並みの 0.4%減に留まったが、後期は 4.9%の大幅減となった。 

これは、文・理系型共通のセンター試験「5 教科 6 科目」の平均点(800 点満点)が 24 年よ

り 33.9 点も大幅ダウンの 450.7 点(得点率 56.3％)に低下し、センター試験の配点比率が前

期に比べて高い後期を敬遠したためとみられる。(図 6参照) 

また、センター試験の“難化”は、特に過去最低の平均点となった“国語ショック”な

どとなって現われ、「難関～準難関の国立大 → 中堅国立大 → 地元公立大」といった、難

易ランクを下げた出願が目立った。因みに、公立大の志願者数は 24 年より 3,400 人(同

2.7％)増の 13 万 1,000 人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国立大入試の今後＞ 

○ 「分離分割方式」等、当面、現行制度を継承 

国大協は、国立大の第 2 期中期目標期間(22 年度～27 年度)の開始に先立ち、国立大入試

に関する制度改革への提言等を盛り込んだ『平成 22 年度以降の国立大学の入学者選抜制

度 ― 国立大学協会の基本方針 ― 』(19 年 11 月。以下、『基本方針』)を策定した。 

『基本方針』では、国立大は知識の創造拠点、高度人材育成の中核、大学教育機会の保

証、社会への知的貢献等の役割を担い、教育と研究によってその使命を果たすとともに、

高校教育と大学教育の適切な接続(高大接続)を追求してきたとしている。 

そして、国立大の使命や役割、それに関わる入試制度の特性を確認したうえで、受験機

会の複数化、入試方法の多様化、評価尺度の多元化などを担っている一般入試の「分離分

割方式」などの現行入試制度を当面継承するとしている。 

●国立大「一般入試」：募集人員／志願者数／志願倍率の推移
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(文科省「国公立大学入学者選抜＜分離分割方式による一般入試＞の確定志願状況」資料による）

(図 6) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/
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○ 高大接続に係る「共通試験」の改革・改善 

『基本方針』は、高大接続に係る所謂「共通試験」の改革・改善にも言及している。 

これは、大学での教育研究に必要な基礎学力を大学入試でどう担保していくかの問題提

起でもある。大学進学のユニバーサル化と高校教育の多様化などで、国立大といえども入

学者に高校での平準化された履修歴や学力を一律に求めるのは難しくなっている。 

そこで、センター試験の在り方も含め、適切な高大接続を実現するべく、「高校等におけ

る基礎的教科・科目の学習の達成度を把握する新たな仕組み」の構築に関し、文科省はじ

め関係者による検討を要請している。 

○ 政府「実行会議」の「到達度テスト｣ (仮称）と入試改革 

国大協は、28 年度以降の第 3 期中期目標期間における入試制度の在り方等の検討を行う

とみられる。 

ただ、現在、政府の「教育再生実行会議」で検討・議論されている､高校在学中の基礎的

な知識・理解力などを測る「到達度テスト｣(仮称)の大学入試への導入(25年10月提言予定)、

中教審の「高大接続特別部会」での提言などによっては、現行の入試制度が大きく変わる

可能性がある。 

前述の『基本方針』では、「高校等における基礎的教科・科目の学習の達成度を把握する

新たな仕組み」が導入される場合には、現行入試制度の条件が変わるため、新たな仕組み

の導入検討に合わせ、入試制度の抜本的な検討を行うとしている。 

政府「教育再生実行会議」や中教審「高大接続特別部会」での大学入試改革に係る今後

の議論、提言が注目される。 

 

 (2013．10．大塚) 

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/

